
○ねんきんダイヤルの応答率の状況  

［平成20年度］  応答率   21．1％（②／①）  

①総呼数  16，257，822件   

②応答呼数  3，427，266件  

［平成21年度（4月～10月）］  応答率   42．4％（②／①）  

①総呼数  5，027，790件   

②応答呼数  2，129，463件  

○平成21年11月における社会保険事務所の待ち時間の状況  

相談窓口の待ち時間が1時間を超えている事務所数（全国312事務所）  

窓口   2日（月）  4日（水）  5日（木）  6日（金）  9日（月）  10日（火）  11日（水）  12日（木）  13日（金）  14日（土）  15日（日）  16日（月）   

年金記録相談   3   0   0   2   0   0   0   

一般年金相談   51   34   26   27   57   42   26   41   26   3   0   38   

17日（火）  18日（水）  19日（木）  20日（金）  24日（火）  25日（水）  26日（木）  27日（金）  28日（土）  29日（日）  30日（月）  11月平均   

0   0   0   2   0   3   0   0   0．8   

13   21   15   16   33   35   34   24   29   25．8   
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年金重責諭虔の概要  

○ 日本年金機構法第30条に基づき、公的年金に関する啓発、相談、助言その他の活動を行うことによって、公的  
年金への国民の理解を高め、事業の円滑な運営を図ることを目的として設置。（平成22年1月1日施行）   

（参考）日本年金機構法   

第30条 厚生労働大臣は、社会的信望があり、かつ、政府管掌年金事業の適正な運営について理解と熱意を有する者として機構  
が推薦する者のうちから、年金委員を委嘱することができる。   
2 年金委員は、厚生労働大臣及び機構による政府管掌年金事業の運営に協力して、政府管掌年金事業に関する国民の理解を高   
めるための啓発を行い、並びに政府管享年金事業に関する事項につき被保険者又は受給権者からの相談に応じ、及びこれらの者  
に対する助言その他の活動を行う。   

3 厚生年金保険の適用事業所の事業主は、機構に対し、当該事業所に使用される者の中から、年金委員にふさわしい者を推薦す  
ることができる。  

l．年金壷屋の区分  
（D地域型：市町村、団体などから推薦があった者   
②職域型：厚生年金保険の適用事業所の事業主が推薦する者  
適用事業所が常時300名未満の被保険者を使用‥・1名 常時300名以上の被保険者を使用・・・2名 を配置  

2．委嘱の要件   
①地域型‥・年金制度に理解が深く、住民福祉の向上に熱意があり、社会的な信用が厚く、社会奉仕的精神に  

富んでいる者   

②職域型・＝現に適用事業所において被用者保険に関する事務を担当し、当該事務について相当期間経験を  
有する者   

として、機構が推薦する者のうちから、厚生労働大臣が委嘱する。  

3．任期   
①地域型・＝3年 ②職域型・‥企業内の異動等に伴い解嘱されることとなるため任期は定めない  

4．主な活動内容   
地域住民（地域型）や適用事業所の事業主■被保険者（職域型）に対して、以下の活動を実施。   
・公的年金に関する各種の届出等の手続きについて、相談、助言   
・公的年金制度に対する広報 等  

（参考）  

▼ 社会保険庁においては、類似の枠組みとして国民年金委員（平成20年度末現在約1．2万人）及び社会保険委員（同約16万人）を設置。  

・社会保険庁廃止・日本年金機構発足に伴い、これらを「年金委員」として再編し、法定化。   



社会保険庁長官へのメール、手紙及び国民の声対応案の受付件数の推移  

（単位：件）  

長官へのメール  3，519  3，816   5，498   9，465   5，841   2  8，139   

長官への手紙  142  264   376   353   293  1，428   

本庁作成分（D  235  629  697  1，090  1，051  3，702  

国  
事務局・事務所作成分②  2，020  4，102  3，865  3，097  1  

民  

1，761  4，842  
の  
士  
戸  うち、本庁報告分③  
対  

応  

計 ①＋②  4，148  2  143 2，255     522 4，731   13，549 871    1，545 4，955  
． 

」  

計 ①＋③   

378  l，151   臣 
1，568   2，635  2，812  8，544  
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1お客様満足度アンケートの目的  

社会保険事務所、年金相談センター及び社会保険業務センターに来訪されたお客様の満足度や意見要望を継続的に把握し、   
お客様重視の姿勢で改善策を講じ、一層のサービスの向上を図ることを目的として、お客様満足度アンケートを実施した。  

2 アンケートの実施方法  

平成21年2月4日を調査日として、社会保険事務所（312か所）、年金相談センター（51か所）及び社会保険業務センターに来   
訪された万全員を対象として、相談終了後にアンケート用紙を配付し、回収した。  

3 アンケート結果（抜粋：全体としての満足度）  

全体としての満足度について、「やや満足」以上の評価は、年金相談窓口では84．7％、年金相談以外の窓口では82．2％で   

あった。  

前回と比べると、年金相談窓口で1．2ポイント、年金相談以外の窓口で0．5ポイント上昇した。  

事項毎の満足度については、「待ち時間に対する満足度」、「職員の応接態度に対する満足度」、「施設の利用に対する満足度」   
及び「訪問目的の達成度」のいずれも前回より上昇しており、これらのことから、全体の満足度も上昇したと考えられる。  

年金相談窓口  年金相談以外の窓口  

満足  やや満足  普通  やや不満  不満   計   満足  やや満足  ．普通  やや不満  不満   計．   

平成21年2月   
14，793  6，322  3，319   377   108  24，919  6，063   2．460   1，689   119   36  10，367  

59．4，i  25．4，i  13．3％   1，5！i   0．4％  100，i  58．5，i  23．7，i   16．3％   1．1，i   0．3！i   100！i   

【参  考】   

平成20年1月   
14．067   6，077   3．324   489   158  24，115   7．218   2．696   1．978   190   47  12，129  

58．3，i  25，2，i   13．8％   2．0％   0．7％  100．0％   59．5％   22．2％   16，3％   1．6％   0．4％  100．0％   

平成19年1月   
18，117   5．799   2，535  252   54  26，757  10，591   3．227   1，916   113   35  15，882  

67．7％  21．7％   9．5！i   0．9％   0．2！i  100．0％  66．7％   20．3％   12．1％   0．丁％   0．2％  100．0％   

※上段は回答者数（無回答を除く）   



社会保険事務所の窓口サービス実態調査の結果について  

1 調査目的  

社会保険事務所の窓口で対応している職員の接遇状況や社会保険事務所の施設環境について、外部調査機関の活用に   

より窓口サービス等の実態を調査・把握し、潜在的問題点や改善点を発見することを目的として実施   

2 調査概要   

（1）調査日  

平成21年3月5日（木）～3月13日（金）のうち一日   

（2）調査対象  

地方社会保険事務局毎に年金相談来訪者の多い1社会保険事務所を対象（合計47箇所）   

（3）調査機関  

（社）新情報センター（入札により選定）   

（4）調査方法  

調査機関の調査員が、調査員であることを明かさずにお客様として訪問し、「年金相談窓口」では年金見込額照会  

等に関する相談を、「年金相談以外の窓口」では国民年金保険料免除等に関する相談を実際に行うことにより、職員  

の接遇等に関する調査を行った。なお、調査に当たっては、一般的な内容の相談にとどまらず、調査員自身の加入  

記録に基づく相談や委任状を持参した相談等、可能な範囲でより具体的な内容に基づく相談を行った。  
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3  調査項目   

調査員が社会保険事務所の窓口で実際に相談を行った結果に基づき、次の調査項目ごとの評価を行った。  

（1）来訪者の満足度を評価するための調査  

① 待ち時間について  

② 職員の応接態度について  

③ 施設の利用について  

④ 訪問目的の達成度について  

⑤ 全体としての満足度について   

（2）サービスレベルを客観的な視点で評価する調査  

① 気配りについて  

② 安心感について  

③ 丁寧さについて  

④ 話し方について  

⑤ 用件の伺い方について  

⑥ 言葉づかいについて  

⑦ 説明・相談について  

⑧ しめくくりの挨拶について   

4 評価基準   

（1）来訪者の満足度を評価するための調査  

「5 満足」、「4 やや満足」、「3 普通」、「2 やや不満」又は「1不満」による与段階評価  
※なお、各調査員の判断の目安として、調査員がイメージする他の公的機関（主に市区町村窓口）と比較し、「この程度  

なら普通」と思われた場合に「3普通」と評価。   

（2）サービスレベルを客観的な視点で評価するための調査  

「はい（実施している）」又は「いいえ（実施していない）」による評価   



5 調査結果   

（1）来訪者の満足度を評価するための調査について  

来訪者の満足度を評価するための調査項目のうち、「全体としての満足度」における満足度の割合は次のとお  
りであり、「やや満足」以上の評価は年金相談窓口では70．29乙、年金相談以外の窓口では4る・8％であった。  

※（）内は平成19年1月に実施した際の評価   

（2）サービスレベルを客観的な視点で評価する調査について  

サービスレベルを客観的な視点で評価する調査について、実施している割合の平均は、年金相談窓口で72■8％   

であり、年金相談以外の窓口で70．1％であった。  

調査項目別では、「安心感」及び「話し方」については、いずれの窓口でも実施している割合が高かった。また、   
他の項目に比べると、年金相談窓口では「言葉づかい」及び「しめくくりの挨拶」について、年金相談以外の窓   

口では「しめくくりの挨拶」について、実施されている割合が低かった。  
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6 サービス向上のための取組み   

各社会保険事務所では、窓口実態調査で評価が低かった事項、実施できていなかった事項等について、窓口接遇の向   

上や施設環境の改善等のサービス向上に取り組んでいる。また、社会保険事務局を通じ、他の社会保険事務所において   

も、この調査結果を活用して、サービス向上のための取組みを推進している。   

ー1  
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組について（社会保険関係）  電子申請に関するこれまでの主な  

●社会保険労務士の提出代行時において、事業主の提出代   
行者であることを証明することができるものを添付することに   

より、事業主の電子署名の省略の実施   
（51手続）（20年6月～）  

●被扶養者（異動）届及び国民年金第3号被保険者関係届に   

ついて、委任状の添付により、事業主の電子署名に加え、   
被保険者の電子署名の省略の実施（21年4月～）  

●厚生労働省や全国社会保険労務士会連合会ほか電子申請   

の窓口システム（e－Gov）を担当している総務省を含め毎月、   
定期的に打ち合わせを行い、e－Govと連携した使い勝手の向   
上施策等の検討（20年1月～）  

□全国社会保険労  

務士会連合会との  

連携による取組  

●資格取得届等提出時における年金手帳の添付省略（5手続）  

（18年10月～）  

●住民基本台帳ネットワークシステムの活用による年金受給権   

者現況届の原則省略（18年10月～）  

●社会保険労務士が提出代行を行う場合、添付書類の省略   
（6手続）（19年10月～）  

□添付書類の省略等  
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社会保険関係の主事手掛こ戚絹眉宇申請の実掛こついて  

平成20年度  平成19年度   

主 要 手 続  

． 

2,988 

（注1）利用率は磁気媒体による申請を含む。  

（注2）年金受給権者現況届の利用率は住民基本台帳ネットワークの活用による現況届の省略によるものである。   



社会保険庁における人事評価制度の運用実態について  

※1能力評価の評価項目の見直し（項目数の削減等）（19年10月～）  

※2 実績評価の評価項目として「年金記録問題への対応」を追加、又、懲戒処分を受けた者について「E評価」として整理（20年4月～）  

※3 実績評価及び能力評価の評価項目の見直し（類似する評価項目の統合）（21年4月～）  

（評価期間と評価結果の処遇等への活用）   

⊥ 実績評価（年2回）  

上期評価期間： 4月1日 ～ 9月30日  
下期評価期間：10月1日 ～ 翌年3月31   

■ 能力評価（年1回）  

評価期間：10月1日 ～ 翌年9月30日  

＞ 人材育成、業務改善  

＞ 給与（勤勉手当、昇給）  

＞ 任用（人事配置・昇格等）  

評価結果  

の活用  
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■ 人事評価制度を適正かつ円滑に運営するために、社会保険庁本庁幹部職員、ブロック担当事務局長及び民間スタッフをメ   
ンバーとする「人事評価制度運営会議」を開催。（年2回／延べ 7回）  

■ 人事評価制度の運用及び改善に関する基本的事項、評価項目その他の重要事項について審議。  
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